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 地域の状況 
  
■ 地域の概要 

 和寒町は、北海道二大水系石狩川と天塩川

の分水嶺「塩狩峠」の麓に広がる自然豊かな

町です。東、西、南の三方を比較的低い山岳

に囲まれた丘陵地と中央部の平坦地からなる

穀倉地帯で、名寄盆地の最南端に位置し、総

面積 224.83㎡を有しています。 

 人口は、昭和 31年の 11,736人をピーク

に、平成８年には 5,000 人を下回り、平成

24 年４月末の人口は 3,865 人となってい

ます。 

  

■ これまでの問題点 

 少子高齢化及び地域経済の低迷に伴う人口

の減少が進むなか、地域における活力（元気

力）の低下により、更なる地域経済の低下が

問題となっていました。 

  

■ これまでの取組 

 「どんとこい！わっさむ夏まつり」、「全日

本玉入れ選手権」や「パンプキンフェスティ

バル」などの各種イベントの開催においては、

観光協会、商工会、行政や関係団体連携のも

と、町が一丸となって取り組んでいます。 

 

 事業内容 
   
■ 本事業での取組 

(1)社会貢献サポーターポイント制度 

 商業活性化と福祉の向上を目的とし、対象

事業メニューに基づく取組に対してポイント

を付与し、地域住民自らの行動により、地域

の活力（元気印）向上を図る制度を検討して

います。 

○ 対象事業メニューの検討 

○ 対象事業ポイントの検討 

○ 制度要綱・要領の検討 

(2)市街地賑わいつくり活性化トライ事業 

○ ゴールデンタイムｉｎ軽トラ市（軽トラ

で気軽に出店・楽しく参加！） 

  商店街の空き地及びその周辺の駐車場

を活用し、商工業者はもとより住民の方々

や各種グループも気軽にトラックに商品

を積んでイベントに参加してもらい、市街

地の賑わいつくりを図りました。また、車

イス利用者など自力で来場できない方を

町民サポーターが、イベント会場まで介助

するなど社会貢献事業を行いました。 

○ もっと気軽にお買い物ｏｈ助け隊（ご用

聞き隊） 

  商店に買い物に出向くことが困難な方

の手助けとなるよう、商工業者が軽トラ等

で福祉施設や自治会館などへ出向き、店開

きや御用聞きをしました。また自力で来場

できない方を町民サポーターが会場まで

介助するなど社会貢献事業を行いました。 

  

■ 取組の中で生じた課題 

 社会貢献サポーターポイント制度について

は、対象事業メニューの区分やボランティア

内容の細分化、お礼としてのポイントの基準

設定がなかなか決まらず、実施要綱等の設定

ができませんでした。 

 

■ 取組に関する課題への対応 

 ポイントの付与の仕方や交換方法につい

て、有償ボランティアを実施している旭川市

５．和寒いきいきチャレンジプロジェクト 
☞ 軽トラ市・ご用聞き隊実施による新たな需要の創出  【和寒町商工会】 

 
ゴールデンタイム in軽トラ市 



５．和寒いきいきチャレンジプロジェクト  
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や札幌市などから情報収集を行いポイント化

の基準設定に取り組んでいます。 

  

■ 地域の関係者との連携体制（メンバー） 

 和寒町商工会、ＪＡ北ひびき、和寒町商業

振興協同組合、和寒町をメンバーとする｢和寒

いきいきチャレンジプロジェクト｣が、事業の

推進にあたりました。また、以前よりこの４

団体が連携し、各種イベントを実施している

こともあり、本事業を実施するうえで、連携

体制構築にあたり、特に問題等は生じません

でした。 

  

■ 事業を実施した中で気づいた点や工夫した点 

 店での取扱商品を知っていただき、後日店

に消費者を呼び込むため、軽トラ市やご用聞

き隊の出店に際しては、軽トラの限られたス

ペースにできるだけ多種多様な商品を積む

ことで、どのような商品を店で取り扱ってい

るかを知っていただく工夫をしました。後

日、除雪用品や日用品等について、ご用聞き

隊で見たという問い合わせを直接いただき

ました。 

 また、ご用聞き隊では 20足程度あった長

ぐつが完売し、店まで商品を取りに行ったこ

とや、利用者の女性やお年寄りなどは、大き

な荷物を運べないため、ティッシュペーパー

を購入していくこともあり、店に置いていた

だけでは売れなかった商品が売れるなど、軽

トラ市・ご用聞き隊は、利用者出展者双方に

とってメリットがあるイベントとなりまし

た。 

   今後の取組   
 今後も軽トラ市、ご用聞き隊については継

続して取組を行っていく予定です。 

 軽トラ市については、更なる賑わいを演出

するため、商業者以外の、農業者、各同好会

などにも参加を呼びかけるほか、使用車両に

ついても軽トラックだけでなく、軽自動車に

ついても参加を認め、幅広く誰もが参加でき

るイベントとして取り組んで行く予定です。 

 ご用聞き隊については、利用者から、開催

場所や回数を増やして欲しいとの要望が出

ており、25年度については、開催回数は３

回でしたが、26年度は開催する回数・場所

を増やすなどの工夫をしていきたいと考え

ています。 

 一方で、町内には民間企業や大手コンビニ

エンスストアが実施している買い物配達サ

ービスを利用している方が多くおり、自分で

は運転できず買い物に困っている方も、家族

等の支援により旭川市の大型量販店まで買

い物に行っている状況があるため、開催する

回数・場所ともに慎重な検討が必要であると

の認識を持っています。 

 社会貢献サポーターポイント制度について

は、25 年度中の実施は難しいと考えていま

すが、町民の方々からの要望もあるため、地

域の関係者との連携のもと、26 年度以降実

施していきたいと考えており、福祉政策とい

う形で取り組んで行けるよう今後とも町との

協議を続けて行く予定となっています。 

 

 和寒町商工会 

【所 在 地】 〒098-0132 上川郡和寒町字西町１８番地 

【代表者名】 会長 浜田 義昭 

【連 絡 先】 ＴＥＬ 0165-32-2341 ＦＡＸ 0165-32-3104 

【Ｅ－mail】 wamu18@rose.ocn.ne.jp 

 
もっと気軽にお買い物ｏｈ助け隊 
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山部ドライブイン 

 地域の状況 
 
■ 地域の概要 

 富良野市山部地域は、国道 38号線沿道に

商店が集積し市街地を形成、その周辺を農地

が、さらにその周りを山岳が取り囲んでいる

農業地帯です。 

  

■ これまでの問題点 

 地元商店は高齢化や廃業が相次ぎ、農業集

落では、離農により農家戸数が減少しており、

地域の将来に対する危機感が高まっていまし

た。 

  

■ これまでの取組 

 地域の将来を危惧した有志（まちおこし委

員会）により、様々な地域おこしイベントを

行ってきました。イベントにやりがいは感じ

ていたものの、地域の衰退を食い止めるまで

には至っていない・・・そんな悩みを感じつ

つ活動していました。  事業内容 
  
■ 本事業での取組 

本事業では、山部地域を活性化し、昔のよ

うに住民同士のコミュニケーションが活発な

賑わいのあるまちづくりをめざしました。 

 平成 23年に廃業した「山部ドライブイン」

を改修、活動拠点として整備し、次の事業を

実施しました。 

○ 地場産野菜、農作物の販売 

 ・特産のメロンや長ねぎ、人参など 

○ レストランの運営 

 ・地場産野菜を使った料理を提供 

○ 高齢者サロン事業の実施 

 ・「地域のお母さん」がワンデイシェフと

して料理を提供 

○ 事業計画のブラッシュアップと人材育成 

○ 広告宣伝（農産物販売、レストラン関連）   

■ 取組の中で生じた課題 

 地場産野菜、農作物の販売については、地

場産野菜等の品揃え、越冬野菜の貯蔵方法、

販路確保が、レストランの運営では、資金的

に日曜日・夜間の営業ができないこと、新規

顧客の開拓が課題でした。高齢者サロン事業

では、実施してみると、お年寄りに好まれる

ようなメニューの開発が必要なことがわかり

ました。事業全体では、収益確保へ向け、経

費の見直しや地域住民へのＰＲが、事業の継

続拡大へ向け、人材の育成が必要でした。 

  

■ 取組に関する課題への対応 

 地元農家の協力による安定的な地場産野菜

の供給体制を確保したほか、地域イベントに

おける観光客へのＰＲや看板の大きさ・デザ

インのリニューアルを行い、集客に努めると

ともに、高齢者向けおもてなしメニューの検

討やバリアフリートイレを設置するなど、行

政、地域の福祉団体等との連携協議のもと取

組を進めています。 

  

■ 地域の関係者との連携体制（メンバー） 

 もともと、山部地域は、販売事業を行う農

家が商工会に加入するなど、「オール山部」で

農業者と商工業者が連携する土壌がありまし

た。今回の事業実施に際しても、地域の様々

な境遇・職業の住民が集まりＮＰＯ法人を設

立するなど、地域一丸となり事業に取り組ん

できました。 

  

６．山部まちおこし事業 
☞ ドライブイン（活動拠点）を活用した地域の活性化 

【ＮＰＯ法人山部まちおこしネットワーク（富良野市）】 



６．山部まちおこし事業 
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 ＮＰＯ法人 山部まちおこしネットワーク 

【構 成 員】 地元商店主、地元農家、地域住民 

【所 在 地】 〒079-1565 富良野市山部南町２番 10号 

【代表者名】 理事長 山崎 伸一 

【連 絡 先】 ＴＥＬ 0167-42-3900(ＦＡＸ兼用) 

【E -ma i l】 yamabematinet@ivy.ocn.ne.jp 

 
地域のお年寄りを招待した食事会 

■ 連携体制を構築する上で生じた課題 

 山部地域は地域活動がさかんで、春から秋

まで、いろいろなイベントが切れ間なく行わ

れます。女性や若者など、地域の活性化に取

り組む上で有望な人材が、ＮＰＯ法人の活動

にもっと参画してほしいという思いもありま

すが、それぞれが抱えるイベント運営で忙し

く、本事業の実施体制（組織）を拡げていく

ことがなかなか難しい状況です。 

  

■ 連携体制に関する課題への対応 

 富良野という土地に魅力を感じ、移住して

きた若者が、本事業で取り組んでいた事業内

容に興味を持ち、ＮＰＯの事務局を担当する

ようになりました。また、地元で活動してい

る「地域おこし協力隊員」の協力で、地場の

材料でつくったパンをドライブインで販売す

るなど、新たな人材を活用した事業に取り組

んでおり、もっとこうした人材が集まってく

るような地域にしたいです。 

   今後の取組   
 レストランについては、これまで観光客の

利用はあまりなく、地元の方の利用が多いの

が現状でしたが、道東自動車道が全線開通

し、新千歳空港から富良野までのアクセスが

良くなったため、観光客のドライブイン利用

が増えています。ドライブインに新たな看板

を設置し、観光客へのＰＲ方法など、利用者

増に向けた検討を始めています。 

 24年にレストランのトイレ改修を行った

結果、これまではトラック運転手など男性客

中心の利用でしたが、女性客やファミリー層

へ客層が拡大しました。今後は女性客やファ

ミリー層向けの地元産食材を使ったメニュ

ー開発など新たな取組をしていく予定です。 

 越冬野菜については、コンテナでの保存に

加え、近隣農家敷地に氷室を設け、より多く

の野菜を保存できる仕組みを検討中です。さ

らに、富良野産野菜を使った料理等を提供す

る「ふらのグリーンフラッグ」加盟飲食店と

連携し、地産地消を推進するとともに、安心

で安全な地元産食材をより多くの方に購入

いただけるよう検討しています。 

 ドライブインの利用促進に向けては、地域

のお年寄りを集めたそば打ちの実演や演奏

付きの食事会などを企画しました。冬場には

送迎もＮＰＯが行い、高齢者と楽しく情報交

換を行ったこのような取組は地域の方から

大変好評をいただきました。今後も更に地域

のお年寄りに親しみを持たれる店づくりを

目指します。 

 人口の減少や高齢化が進行するなか、山部

まちおこしネットワークが担うべき事業は

これからどんどん増えていくでしょう。 

 そのため、今手がけている事業の担い手を

育てて、継承し、組織として新しい事業にチ

ャレンジする余力を常に保ち続けることが

大切だと考えています。 
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地域の状況  
■ 地域の概要  留萌市は、振興局管内最大の都市で、官公
庁や民間の出先機関も多くあり、水産加工業

を中心に地場産業が盛んでしたが、近年にお

ける社会環境の変革に伴って、出先機関の縮

小や公共事業削減による建設業の縮小などが

続き、商圏人口は減少の一途を辿っています。  
■ これまでの問題点  商圏人口の減少に加えて、大型商業施設の
郊外進出や高規格道路の延伸によって、旭川・

札幌圏へのアクセスが容易になったことから

消費の流出が続いています。  また、経営者の高齢化や後継者不足などか
ら、個店の店舗への投資意欲も薄れ、商品構

成の脆弱化や空き店舗増加による商店街の店

舗構成の偏り、さらには、商店街にあった大

型店が撤退したことによって、買い物の途中

に休憩できる場所が少なくなるなど、消費者

の商店街離れが進んでいます。  商店街の役割として、住民の生活に必要な
商品の販売やサービスの提供のほか、多くの

住民が集う交流の場やサークル活動の場とし

て、コミュニティ機能の核となる役割を担う

ことが地域の住民から強く求められており、

地域のさまざまな関係者と連携を図りながら

課題を解決していくことが必要となっていま

した。 
■ これまでの取組  市内５つの商店街と連携し、共通商品券の
発行など商店街の活性化に取り組むとともに、

留萌市、商工会議所などと連携して商店街に

あった大型店の跡地に「るもいプラザ まち
なか賑わい広場」を開設、管理運営にあたる

など、関係団体や行政機関との連携のもと、

まちの賑わいづくりを行ってきました。  
事業内容  

■ 本事業での取組 
２５年度以降における「るもいプラザ」の

運営費の確保が困難であったことから、新た

な交流拠点が必要との認識のもと、空き店舗

を改装したチャレンジショップ事業やアンテ

ナショップ事業、まちなかコンシェルジュ事

業などの展開に向けた基礎データを収集する

ため、通行量調査や各商店を対象とした商業

調査、住民を対象としたニーズ調査を実施し

ました。各種調査の結果から、空き店舗を活

用した不足業種の補充や農作物の朝市などの

チャレンジショップ、休憩や軽食のとれるコ

ミュニティ食堂の事業化が必要との結論に達

しました。  
■ 取組の中で生じた課題 
通行量調査や市民アンケートなどの結果を

商店街の活性化に結び付けていくことが必要

ですが、調査結果を分析し、計画を立案する

専門的な知見を有する人材が連合会にはいま

せんでした。  
■ 取組に関する課題への対応 
調査結果を見ていただき、今後の新しい事

業計画についてアドバイスをいただくため、

専門家（中小企業診断士）の協力を仰ぐこと

としました。  専門家からは、「調査分析結果をもとに地
域住民の定量的・定性的ニーズを把握して計

画に反映すること。留萌市の特性に合わせた

７．商業活性化賑わい創出事業 
☞ 空き店舗等を活用した新たな交流拠点の検討 

【留萌市商店街振興組合連合会】 

 
るもいプラザ 
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計画にすること。先進事例は「まねる」ので

はなく、「学ぶ」ことが重要。また、商店街

が勝手に計画するのではなく、行政と一体と

なった計画内容にすることが重要」とのアド

バイスをいただきました。 

 

■ 地域の関係者との連携体制（メンバー） 

 本連合会は、市内５つの商店街で構成され

ており、事業実施にあたっては、各商店街と

連携を図りながら、アンケート調査などに取

り組みました。 

 

■ 連携体制を構築する上で生じた課題 

 ５つの商店街は、総延長が１．５㎞のまち

なみの中にあり、各々、業種構成や購買客

層に違いがあることや、従業員数の減少や

後継者不足などの要因から将来的な投資意

欲のある商店街が少なくなったことなどに

より商店街活動への参加も難しい商店が数

多くあり、新たな事業展開をすることは難

しくなっています。 

 

■ 連携体制に関する課題への対応 

商店街振興組合連合会が中心となり、

様々な勉強会や講習会の実施のほか、シャ

ッターアートの導入、大型ベンチや縁台の

設置など商店街を訪れる人々の休息設備の

設置、さらには、個々の商店街では行うこ

とが難しくなったまちなかでの交流事業や

スタンプラリーなどの商店街回遊事業を関

係機関の援助やアドバイスを受けながら行

っています。 

 

今後の取組 
 
当初、「るもいプラザ」に代わるまちな

かの交流拠点が必要との認識から平成 25

年度に新しい拠点をまちなかに備えて、既

存のアンテナショップやまちなかコンシ

ェルジュ等を設置すべく、ニーズ調査等の

実施や専門家のアドバイスを受けながら

「チャレンジショップ」や「コミュニティ

食堂」の開設という方向性を確認すること

ができました。 

 しかしながら、存続が危ぶまれていた

「るもいプラザ」の 25年度存続が決定し、

２ヶ所の交流拠点の運営は経営的に困難

であることから、新たな拠点の整備は引き

続き、具体的な設置場所や運営方法につい

て検討を重ね、本事業で計画したチャレン

ジショップやコミュニティ食堂の開設に

ついて、国の補助事業の活用も含めて、計 

画の具体化を進めていくこととしたとこ

ろです。 

留萌市商店街振興組合連合会 

【所 在 地】 〒077-0044 留萌市錦町３丁目１－５ 

【代表者名】 理事長 土田 悦也 

【連 絡 先】 ＴＥＬ 0164-43-5911 ＦＡＸ 0164-43-5916 

【Ｅ－mail】 rumoipulaza@gmail.com 

 
賑わいの創出に向けた取組の検討 

 
るもいプラザでのハロウィンの催し 
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地域の状況 
 
■ 地域の概要 

 本事業を実施した地域は、北見駅前に形成

された商業集積地区で、北見市商店街振興組

合連合会を組織する４つの商店街振興組合が

含まれており、また、市役所や病院、交通機

関などの主要な都市機能が集積し、お祭りや

イベントの会場としても使用されるなど、北

見市全体に対する地域コミュニティの中核的

役割を担っています。 

 

■ これまでの問題点 

 市内唯一の百貨店であった「きたみ東急百

貨店」をはじめとする大型店舗の相次ぐ撤退、

「ふるさと銀河線」の廃止などによって商店

街の中心性は低下し、郊外店舗の拡充で中心

市街地の活力が衰退して空き店舗が散見され

るようになっていました。 

 一方、東日本大震災を契機に商店街が有す

るコミュニティ機能の重要性が再認識されて

おり、地域コミュニティの要となる商店街が

真に不可欠な存在として存続していくため

に、既存ストックを有効活用したコミュニテ

ィ機能の強化が課題となっていました。 

 

■ これまでの取組 

 北見市商店街振興組合連合会では、空き店

舗を活用した「まちんなか市民ギャラリー」

という地域コミュニティ機能を有した施設を

設置、運営してきました。 

 また、北見市やまちづくり会社とコンソー

シアムを設立し、アーケード等の照明のＬＥ

Ｄ化で二酸化炭素とエネルギーコストの削減

を図る取組を行ってきています。 

 

事業内容 
 

■ 本事業での取組 

既存のギャラリーをベースに地域に不足し

ている機能を新たな取組として付加すること

で商店街における地域コミュニティ機能の向

上を図ることとしました。 

24年度の取組としては、ギャラリーに必

要な機能や商店街がどのような役割、機能を

担うべきかを検討するため、地域住民や来街

者、関係団体などを対象とした実証実験や調

査研究を実施して、事業化に向けた実践的な

方策を実施計画として策定しました。 

実証実験では、ギャラリーの利便性向上に

向けた可能性を検討するため、土曜、日曜、

祝日に地元大学生をギャラリーの案内員とし

て配置し、商店街の案内など情報発信力の強

化と効果検証を行いました。その結果、職員

常駐のニーズはあるものの、利用者の費用負

担には消極的であったことから、費用対効果

や他のニーズへの対応のため、短期的には人

的配置を行わず、情報発信の強化や貸スペー

スとしての利用増を目指す取組を行い、連合

会事務局の移転も含めて人的配置を継続して

検討していくこととしました。 

また「エコで元気なまちづくり」を推進す

るため、中心市街地におけるＬＥＤ化の取組

を紹介する「まちんなかエコＰＲコーナー」

の開設や「まちんなかエコ教室」の開催を実

証実験として行い、節電やエコに対する一般

市民の関心の高さや環境にやさしいエコ商店

街・中心市街地の取組を市民に情報発信して

いくことの重要性を認識しました。 

調査研究では、商店街に求められるコミュ

ニティ機能を把握するため、来街者などへの

８．「まちんなか市民ギャラリー」による地域コミュニティ機能強化事業 
☞ エコの取組や情報発信などコミュニティ施設の機能強化の検討 

【北見市商店街振興組合連合会】 

 
まちんなか市民ギャラリー 
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アンケート調査やギャラリーの案内員として

参加した大学生によるグループインタビュー

を実施し、まちゼミや談話スペース、出張者

向けサービスの提供などのニーズが把握でき

ました。 

 

■ 取組の中で生じた課題 

「エコＰＲコーナー」の設置では、北見市

商店街振興組合連合会が、北見市とまちづく

り会社で構成するコンソーシアム「きたみエ

コ元気まちづくり共同体」や北見市街路灯組

合連合会による取組事例の紹介、ＬＥＤ電球

と白熱電球の比較展示を企画しましたが、エ

コに関する情報を広く市民に発信するには、

展示内容の強化やエコ教室での学習プログラ

ム、講師等の運営面で、専門機関の協力が必

要となりました。 

 

■ 取組に関する課題への対応 

展示内容等の充実を図り、省エネ・節電の

情報を広く市民にＰＲするため、北見工業大

学や北海道電力に協力を仰ぎ、ＰＲコーナー

への出展、啓発資材等の配布、エコ教室での

講師などで協力をいただきました。こうした

取組が今後の商学連携や産業間協働の一端と

なることを期待しています。 

 

■ 地域の関係者との連携体制（メンバー） 

 事業実施に関して北見市の全面的な協力

が得られたほか、エコの取組では、北見工業

大学や北海道電力、北見市街路灯組合連合会

と協力しながら事業を実施しました。また、

ギャラリーの案内員は、北見産学医協働セン

ターに委託し地元の大学生を配置しました。 

 

 

 

■ 連携体制を構築する上で生じた課題 

 北見市商店街振興組合連合会では、北見市

やまちづくり会社など日頃から関係のある団

体に対して協力を求めることはできました

が、あまり関わりの無い団体への協力要請が

課題でした。 

 

■ 連携体制に関する課題への対応 

 北見市が各団体との間に入っていただいた

ことで、事業趣旨や協力してほしい事項など

の説明をスムーズ行うことができ、円滑な協

力体制が構築できました。 

 

今後の取組 
 
本事業により策定した事業計画では、ギャ

ラリーのＬＥＤ照明化や内装等の改修工事、

実証実験を行った各種取組や収益事業の実

施によって、ギャラリーが経営面で自立する

ことを目指しており、今後とも地域コミュニ

ティ機能の向上に資するソフト事業を継続

して実施するとともに、事業の実効性の確保

について検討を行っていきたいと考えてお

ります。 

 北見市商店街振興組合連合会 

【会  員】 北見一番街商店街振興組合、北見二番街商店街振興組合 

       北見大通商店街振興組合、北見銀座商店街振興組合 

【所 在 地】 〒090-0041 北見市北１条西２丁目１６番地 

【代表者名】 理事長 真柳 正裕 

【電話番号】 ＴＥＬ 0157-22-2703 ＦＡＸ 0157-22-2703 

【Ｈ  Ｐ】 http://www.k-mint.ne.jp/ 

 
まちんなかエコＰＲコーナー 
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 地域の状況 
  
■ 地域の概要 

 事業の実施場所である電信通り商店街は、

帯広市北東部に位置し、約 450ｍの商店街は

通勤・通学の際の生活道路として利用されて

います。明治 16年に初めて帯広に開拓史が

入植した帯広発祥の地としての顔を持つ、帯

広で最も歴史が古い地域で、帯広駅が西２条

にできるまでは帯広の中心でした。 

 商店街の加盟店は 39店舗で、組合員同士

が一致団結して事業に取り組んでいます。 

  

■ これまでの問題点 

 電信通り周辺地区は人口減少が止まらず、

市内で最も高齢化比率の高い地区となってお

り、少子高齢化が進む中で商店街の活性化を

図るため、「高齢者や障害のある方と協働・共

生する商店街づくり」をコンセプトに地域に

根ざした活動を続けています。 

  

■ これまでの取組 

 昭和 48年以降、毎年夏祭り・盆踊り大会

を開催しているほか、平成元年には街路整備

事業として、商店街の広告塔（商店街シンボ

ルタワー）の設置や街路灯の整備、平成 12

年には電信通り花と緑の推進委員会による

「花ば咲かせ隊 緑化美化活動」を実施し、

潤いのある街づくりを目的とした活動を実施

しました。 

 また、環境に配慮した商店街づくりを進め

ており、平成 21年には、街路灯器具を改造

し、水銀・ナトリウム灯からＬＥＤ灯に転換

し、ＣＯ２排出量を約 86.2％削減するととも

に、電気代も年間 60万円程度が削減された

ため、事業費に余裕ができ、他の事業に取り

組むことが可能となりました。 

 平成 22年度からは、商店街のアンテナシ

ョップ、日替わりランチや通年で地元野菜を

乾燥し提供するコミュニティショップ、障が

い者雇用も兼ねたスイーツ製造販売一体型店

舗など空き店舗を活用した事業により、徒歩

での来街者が増えつつあります。 

 平成 23年度からは、地域商店街活性化法

に基づく事業に取り組むとともに、中心市街

地活性化事業に共感した有志数名により、ま

ちづくり会社を設立し、駐車場や店舗賃貸な

どの事業を展開しております。 

 

  事業内容 
 

■ 本事業での取組 

 平成 22年度に実施した住民アンケートで

は、「ファーストフード」・「地元ならではの飲

食店」・「商店街発の独自商品の開発・販売」

といったニーズが多かったことから、特色あ

るファーストフード店の展開で商店街の顧客

誘致と活性化につなげていくこととしました 

 また、今回の事業においても、障がい者の

雇用に結びつく取組としています。 

○ ファーストフード店出店に関する意識調

査を実施し、既存店ではない特色ある店の

展開を方向付け 

○ 高齢者雇用意識調査を実施し、働きたい

という意識の高さを確認 

○ 「おやき風」、「お好み焼き風」と試食会

を重ね、「ミートパイ」をモデルとした「包

み焼き」のテイクアウトに決定 

 ※十勝の食材を包んだミートパイ「てのひ

ら焼き」の販売 

○ 実施計画を策定し、店舗の改修、店舗運

９．高齢者と協働・共生する商店街づくり事業 
☞ 地元食材を活用した新商品開発による商店街の賑わいづくり 

【地域商業活性化総合対策事業コンソーシアム（帯広市）】 

 
TOKACHI meat PIEてのひら 

。
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営方法等をコンソーシアム内で検討 

○ 25年３月プレオープン、５月グランド

オープン 

 

■ 取組の中で生じた課題 

 空き店舗を改修して、店舗、厨房、物品庫

等を整備しましたが、改修費用が当初計画よ

りも増大してしまいました。 

また、５月のグランドオープン直後に、火

災のため店舗の一部を焼失し営業開始が当

初予定に比べ遅れていました。 

  

■ 取組に関する課題への対応 

 増加した事業費は、金融機関からの借り入

れなどで対応しましたが、空き店舗だけでは

なく、商店街にある空き地への新築に対して

も、国や道の支援があるとありがたいと感じ

ました。 

 これまでも国や市の補助金を受けながら多

くの事業に取り組んできましたが、自己資金

も必要ですので、(株)でんしんを設立し、商

店街で収益を上げる事業として、障がい者向

け賃貸住宅や月極駐車場などの不動産賃貸に

取り組んでいます。 

 また、営業再開に向けて新たなメニューを

開発するなど準備をすすめていました。 

  

■ 地域の関係者との連携体制（メンバー） 

 コンソーシアム内では、企画や運営資金の

管理は商店街組合が、人員管理や運営管理は

デイサービス等を行う(株)花が、人材交流サ

ポート業務はＮＰＯ法人十勝障がい者支援セ

ンターがそれぞれ役割を担って連携しながら

取り組んでいます。 

  

■ 連携体制を構築する上で生じた課題 
 従前より、商店街全体が「障がい者とのつ

ながり」を大切に、各事業を実施してきたこ

ともあり、障がい者の就労支援が大きなテー

マである本事業を実施するうえで、体制構築

に関し、特に問題は生じませんでした。 

  今後の取組 
 

 店舗の復旧工事が終了し、25年 12月に

営業を再開しました。 

 メニューについては、当初考案したものに

代わる新たなメニューとして豚丼風味の「十

勝のパイ」や「キーマカレーパイ」など５品

を開発するなど、再スタートに当たりよりよ

いものを提供し、周囲にある店に負けないよ

うな店づくりを目指しています。土日には、

電信通りにある人気菓子店等に札幌や釧路

から多くの観光客が足を運んでおり、このよ

うな観光客を取り込めるよう今後も活動し

ていくとともに、十勝の食材を包んだミート

パイで、商店街の賑わいづくりや障がい者等

の就労支援に取り組んでまいります。 

 今後も「お年寄り・障がいのある方と協

働・共生する商店街」商店街づくりのコンセ

プトとして「働・食・住が揃い、地域貢献が

出来る商店街」、「温もりと潤いのある、

10 年・20 年後も夢を持てる商店街」を目

標に活動を行ってまいります。 

 地域商業活性化総合対策事業コンソーシアム 

【構 成 員】 帯広電信通り商店街振興組合、株式会社 花、 

      特定非営利活動法人 十勝障がい者支援センター 

【所 在 地】 〒080-0804帯広市東４条南６丁目２番地 

（帯広電信通り商店街振興組合） 

【代表者名】 帯広電信通り商店街振興組合 理事長 長谷 渉 

【電話番号】 ＴＥＬ 0155-24-6922 ＦＡＸ 0155-25-0550 

【 Ｈ Ｐ 】 http://www.denshindoori.com/ 

 
店舗内での作業の様子 
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 地域の状況 
  
■ 地域の概要 

 大樹町は、農林水の一次産業を基幹産業と

して発展してきましたが、高齢化率が３０％

を超えるなど、少子高齢化が進んでおり、郊

外に無店舗地区が発生するなど商業の不振が

進んでいます。 

  

■ これまでの問題点 

 店舗の廃業など買い物環境の変化が日常の

暮らしに大きな影響を与えることが予想され

ていました。 

  

■ これまでの取組 

 商工会がＴＭＯの受け皿となり、旧中心市

街地活性化法の認定を受けた基本計画に沿っ

て、ＴＭＯ計画の認定を受け、ショッピング

センター事業やカード事業に取り組んだほか、

ショッピングセンターに併設する経済センタ

ー（商工会館）が道の駅の認定を受けるなど、

都市機能の拠点整備や商業の活性化に取り組

んできました。 

 また、町では高齢者健康福祉計画などを策

定して今後の高齢化社会に向けた対応に取り

組んできました。 

 事業内容 
  
■ 本事業での取組 

 本事業では、地域住民の買い物にどのよう

な不便があるのか、具体的な要望を把握し、

解決方法を検討するための実証実験を行って

買い物弱者対策事業の計画を策定することに

しました。 

 実施した事業は次のとおりです。 

○ 市街地と３つの過疎地域を対象にアンケ

ート調査による地域住民の買い物と商業の

問題点の明確化 

○ 商業者や社会福祉協議会等の関係団体か

らのヒアリングによる情報提供と買い物弱

者支援の状況把握 

○ 調査項目や調査方法を消費者協会、商業

者、行政等で構成する運営委員会で検討 

○ 過疎地域の高齢者を対象とした買い物バ

ス買い物代行、共同受注・配送の実証実験 

○ 先進地での取組事例調査  

 実証実験は、当初、移動店舗を考えていま

したが、住民に対するアンケート調査の結果、

「自分の目でみたい」、「配達をしてほしい」

との意見が多数あったため、この結果を踏ま

えて「送迎」と「配達」をあわせた実証実験

を行うこととしました。   

■ 取組の中で生じた課題 

 アンケートでは、６５歳以上の人を抽出し

て実施する予定でしたが、個人情報のため町

からデータの提供を受けられなかったことか

ら、町の広報誌や町内放送を使い、住民に対

してアンケートの協力をお願いしましたが反

応がない状態でした。 

 実証実験では、３地域で計 30名の利用者

を募集しましたが、応募は 10名に止まり、

１回の乗車人数も２～３名と少なく、買い物

代行や配達も利用が低迷しており、事前のア

ンケート調査の内容とは乖離したものとなり

ました。また、車両費・人件費等の運営費の

捻出についても課題となりました。 

 

買い物バスの実証実験(十勝毎日新聞より) 

１０．買い物支援調査事業 
☞ 高齢化社会に向けた買い物支援事業の検討 

【大樹町商工会】 
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■ 取組に関する課題への対応 

 アンケートについては、農協に相談したと

ころ、農協主催の「年金友の会」の集会でア

ンケート調査を実施させてもらうことができ

２００名から回答をいただきました。 

 買い物バスの利用者数がアンケート結果と

乖離した原因については、アンケートでは「買

物に不便を感じている」と回答した方が、実

際は家族や近隣住民の協力のもと買い物に行

っていたことにあり、今後の事業化に向けた

利用者数の確保について、対策を検討してい

ます。 

 運営費の課題については、当初買い物バス

の運行を町内のタクシー会社に委託し、会社

保有のジャンボタクシーの活用を考えまし

たが、会社にジャンボタクシーが１台しかな

いこと、ジャンボタクシーの利用頻度が高

く、買い物バスとして利用することができな

いことからタクシー会社への委託は断念し

ました。また、ワンボックスカーをレンタル

し、ドライバーを雇用する形での事業運営も

考えましたが、ドライバーの担い手不足等の

問題でこれも断念しました。 

  

■ 地域の関係者との連携体制（メンバー） 

 事業の実施にあたっては、大樹町、商業者

の代表、社会福祉協議会、消費者協会、商工

会に外部専門家を加えた運営委員会を設置し

て、アンケート調査や先進地視察、実証実験

の結果などを検証し、事業を推進してきまし

た。 

 また、他の事業を行う場合でも、上記メン

バーが集まることが多く、体制構築にあたっ

ては問題や課題はありませんでした。 

 今後の取組 
  

 実証実験を実施した結果、利用者の確保、

車両費、人件費等の捻出など解決すべき多く

の課題が明らかになり、商工会で買物支援事

業を運営していくことは困難との結論にな

りましたが、現在でも多くの方が買い物に不

便を感じており、今後の高齢化の進展で更に

増加することが予想されることから、引き続

き、町や関係団体の支援や協力を受けなが

ら、優先すべき支援・サービスの明確化、利

用希望者の把握に加えて、参加店や取扱商

品、車両等ハード整備、運営費の捻出、事業

執行体制と利用者確保などについて検討を

重ね、事業化に向けて協議していきたいと考

えております。 

 今後の取組にあたっては、財政的な面では

行政のバックアップを受けながら、商店自ら

が意識を改革し、地域に親しまれる努力を行

い、商業の活性化を目指します。 

 大樹町商工会 

【所 在 地】 〒089-2152 大樹町西本通 98番地 

【代表者名】 会 長 三浦 祥嗣 

【電話番号】 ＴＥＬ 01558-6-2126 ＦＡＸ 01558-6-2127 

【 Ｈ Ｐ 】 http://taiki-sci.jp/ 

【運営委員会】 商業者２名、社会福祉協議会、消費者協会、大樹町、 

              (株)北菜経営研究所（外部専門家）、商工会 
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 地域の状況 
 
■ 地域の概要 

 釧路市は人口 18万人を有し、東北海道の

中核・拠点都市として社会、経済、文化の中

心的な機能を担っています。 

北大通周辺は、公共施設や事業施設、公共

交通ターミナル等が集積している市の中心市

街地で、このエリア内には第一、くしろ北大

通、駅西の３つの商店街が隣接しています。 

 

■ これまでの問題点 

 郊外の大型店舗の出店などによって、中心

市街地や商店街の衰退・疲弊が進み、空き店

舗の増加による”マチ”の空洞化が問題とな

っています。また、建物自体の老朽化も進ん

でおり、路面店の多くが昭和 40～50年代の

建築となっています。 

 近年では、”マチ”に訪れない層が増えて、

商店街の存在感が薄れていることも懸念され

ていました。 

 

■ これまでの取組 

 中心市街地のにぎわい再生を図るため、平

成 22年から 2年間、実験事業的に港まつり

などの大規模なイベントの開催に併せてテン

ト市を開催しましたが、単発のイベントであ

るために商業振興という目的に必ずしも合致

していると言える状況ではありませんでした。 

また、イベントの実施に掛かる費用が大き

く、消費者還元型のイベントであることから

あまり回数を重ねられないといったジレンマ

にも陥っていました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業内容 
 

■ 本事業での取組 

 過去２年間、試行的に実施したテント市事

業を将来的に継続していくため、課題の洗い

出しと具体的な対策を検討して、実施回数の

増加や収益性の向上を目指した実施計画を策

定し、テント市を開催しました。 

実施計画では、次のような改善を加えてい

ます。 

○ 従来の夏季 1回開催から、夏季２回、

冬季 1回の実施に回数増加 

○ 福引きイベントや店頭ワゴンセールの実

施 

○ テント市で使える回数券の発券と回数券

を使い切れなかった場合に後日商店街の各

店舗で金券として使えるという仕組みづく

り 

○ インターネット(Facebook)を使った周

知宣伝方法の採用 

○ 各種取組の有料化・値上げの検討 

 

■ 取組の中で生じた課題 

 テント市の実施回数を増やすことを検討し

ましたが、適当な会場が他になく、貸し主へ

の負担増から貸してもらえなくなる恐れがあ

りました。また、調理や飲食を伴うことから、

イベント終了後の会場の汚損に対する対策が

必要でした。 

１１．くしろ北大通テント市 
☞ テント市の継続実施に向けた取組の拡充 

【くしろ北大通テント市実行委員会（釧路市）】 
 

北大通テント市（夏季開催） 
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 有料化の検討についても、過去に無料バス

を 100円に有料化したところ、利用客が減

少した経験から、十分な配慮が必要でした。 

 

■ 取組に関する課題への対応 

 実施回数の増加については、貸し主への丁

寧な説明や協力要請を行い、回数増の了承が

得られました。また、テント市単独では、集

客力が不足するため、同時開催できる市内の

イベントを調べ、中心部への回遊性などを考

慮し、盆踊りと合わせて開催することとしま

した。 

 会場の汚損については、実施前にシート等

で保護するとともに終了後に実行委員会で清

掃作業を行うなどの対策を強化しました。 

 有料化の取組については、人気のアトラク

ション「ワカサギすくい」を有料化し、利用

者に対しては、料金見合いを協力店での割引

券として還元できる仕組みとして、商店街へ

の回遊性向上と利用者減少の低減を目指しま

した。 

 

■ 地域の関係者との連携体制（メンバー） 

 テント市の実行委員会は、商店街の青年部

を中心に若手商業者が協力しながら運営にあ

たりました。 

また、夏・冬イベント開催時においては、

くしろバス株式会社の協力によりまつりのメ

イン会場とテント市会場を巡回する臨時特別

バスを運行することで、人の流れをスムーズ

にテント市に招き入れることができました。 

 

■ 連携体制を構築する上で生じた課題 

 テント市の取組は、集客力の観点からくし

ろ港まつりなどの大規模イベントと同時開催

としていますが、実行委員会のメンバーは港

まつりの実働部隊でもあり、業務が大変輻輳

しました。 

 

■ 連携体制に関する課題への対応 

 テント市の事前準備期間を長く取り、より

効率的に会場設営と運営が行えるよう段取り

を進めたほか、出店者の数を減らすことや、

港まつりのイベント削減による業務負担軽減

等を行い対応しました。 

  今後の取組 
 
 今回の事業実施で「収益性の確保」、「実

働部隊の人員育成」、「会場の確保」の課題

を克服せずには、事業の継続実施自体が困難

になってくる状況にあり、事業規模・回数な

ど精査しながら、これらの課題解決に向けて

努力していきます。 

ただ、中心市街地への集客を促す上で、継

続的なイベントの実施は必要ですので、内容

をさらにブラッシュアップしてより効率的に

集客を行う方策を今後も探っていきます。 

 

 

 

 

  
 くしろ北大通テント市実行委員会 

【構 成 員】 くしろ北大通商店街振興組合、北大通都心部青年会 

【所 在 地】 釧路市北大通９丁目１番地（くしろ北大通商店街振興組合） 

【代表者名】 実行委員長 佐藤 章 

【連 絡 先】 ＴＥＬ 0154-64-9045 

       ＦＡＸ 0154-64-9046 

 
北大通テント市（冬季開催） 
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Ⅱ．平成２４年度「地域連携型ビジネスモデル創出事業」 

実施地域の取組事例  

地域連携型ビジネスモデル創出事業は、地域が抱える課題を解決す

る手法をビジネスとして捉え、事業化に向けて中小企業者、商工団

体、一次産業者、社会福祉団体などの地域関係者による連携体制づく

りをモデル的に進め、他の地域に同様の取組を普及することで、地域

経済の活性化を推進することを目的として、平成 24年度に北海道中

小企業団体中央会へ業務を委託し、全道５地域において、それぞれの

地域が抱える課題を研究テーマに地域関係者による研究会を実施しま

した。 

本章では、他の地域の参考となるよう本事業で取り組んだ５地域の

研究会の概要を取りまとめております。 
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(1) 地域の課題  

  高齢化の進行や店舗のない地区が増加

していることから、地域住民との関わり

を持ちながら商店街の活性化に繋げるこ

とを目的として、２４年度から町の支援

を受け「お買い物配達支援ネットワーク

事業」を実施しました。 

  宅配事業の実施にあたっては、老人ク

ラブの懇談会に参加するなど広報活動を

実施してきましたが、会員数・利用者数

が増えず、体制づくりや具体的な実施計

画の策定が課題となっていました。 

 

(2) 研究グループの目的 

  当該事業の需要拡大によるビジネスモ

デル確立に向けた、利用対象者や取扱店

の拡大、支払い方法等のサービス拡充を

実現するための手法の研究 

 

(3) 研究グループの構成員 

・実施主体：寿都商工会 

・行政機関：寿都町（産業振興） 

・金融機関：北海道銀行、北海信金 

・消 費 者：３名（商工会推薦） 

 

(4) 研究グループの検討内容 

  ５回実施した研究会における主な取組

と検討課題は次のとおりです。 

○当該事業の現状分析 

  ・高齢化が進む中、当該事業は必要 

  ・福祉的側面から行政の支援は必須 

○他地域の取組事例 

  ・地域ニーズを踏まえたシステム構築 

  ・行政、商工会、商業者の連携が必要 

○当該事業における課題設定 

  ・年齢制限撤廃など利用対象者の拡大 

  ・菓子･食料品小売以外へ取扱店拡大 

  ・イベント実施などによる利用数増加 

○コミュニティビジネスのモデル化 

  ・行政支援の拡充 

  ・剰余金の確保 

  ・登録店のメリット創出 

○費用対効果の検証 

  ・各支出項目における地域活性化の位

置付け、理由付け 

  ・住民の意見の把握（利用実績は少な

いが潜在ニーズはある） 

  ・登録店ヒアリング（システムが複雑・

不明のため、自店で配達している） 

○組織化の検討・体制づくり 

  ・事業協同組合の検討 

  ・現登録店での利用促進 

○25年度実行計画の策定 

  ・年齢制限の撤廃 

  ・登録店間の連絡会議の開催 

 

(5) 研究会の検討課題を踏まえた取組 

  研究会の検討課題を踏まえて、次の取

組を行っています。 

○年齢制限の撤廃による会員拡大 

  ・「65歳以上」の年齢制限を撤廃し、

対象を買い物に不便を感じている方に

拡大 

○利用促進キャンペーン（25年２月） 

・のぼりやポスターの掲示 

・会員向け配達カレンダーの作成 

○登録店意見交換会の開催（25年３月） 

  ・登録店からの売り込みが必要 

  ・統一カタログを作成し販促 

 

(6) 今後の事業展開 

  課題を踏まえた取組の結果、昨年度に

比べて会員数や利用件数が微増しました

が、特定の登録店舗に利用が偏っている

状況です。 

今後は、会員アンケート調査では潜在

ニーズが高いことから、利用促進に向け

た登録店や取扱品目の拡大、決済方法の

多様化など、会員・登録店双方が利用しや

すいシステム構築を進めていきます。 

１．お買い物配達支援ネットワーク事業に関する研究 
【寿都商工会グループ】 

＜専門家からのアドバイス＞ 
・運営費は補助金頼りですが、恒久的な支援は

難しいため、自主財源の捻出が課題です。 
・そのため、積極的なサービスの提供、郊外地

区居住者の取込みなど、利用者拡大に向け

た取組を継続していく必要があります。 
【㈱オフィスいわい 岩井 護 氏】 
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(1) 地域の課題  

  豊浦町では、町内の商店が年々減少し、

生鮮食料品店は 6店舗のみとなり、多く

の地区が無店舗となっています。 

商工会の取組として移動販売や移動店

舗を検討しましたが、店舗が少ないため

安定供給が困難で、近隣の大型店との価

格差や採算性、継続性など問題が多くあ

ったことから、移動販売等に踏み切れな

い状況でした。 

町が行ったアンケートでは、「ふれあい

の場がほしい」や「買い物が不便」といっ

た生活環境に不安を抱く高齢者の声が多

くあったことから、出来るところから取

組を進めることとし、手始めに社会福祉

協議会から給食サービスを受託し、それ

を拡大させて、安否確認も含め高齢者ニ

ーズに即したサービスの展開を目指して

います。 

 

(2) 研究グループの目的 

  高齢者の生活に関するニーズや欲して

いる情報を基礎に、高齢者と直接接して

いる各団体の意見等を聞き、保健福祉行

政を踏まえた事業化ビジョンの作成 

 

(3) 研究グループの構成員 

・実施主体：豊浦町商工会 

・行政機関：豊浦町（産業振興）、 

総合保健福祉施設やまびこ 

・福祉団体：社会福祉協議会 

 

(4) 研究グループの検討内容 

  グループで行った５回の研究会では、

参加者に事業アイディアを出していただ

き、その中から介護サービスとの重複を

避けつつ、構成員が連携できるサービス

に絞り込んで検討を進めました。 

○サービスや事業内容のアイディア抽出

と意見交換 

・参加者が、事業アイディアを自由な発

想で提出し、対象者、目的、メニュー内

容、実施体制、実施条件等で整理 

 ○事業計画策定のポイント整理 

  ・策定方法、環境分析、市場ニーズ把

握、事業計画の策定と流れ 

 ○事業計画素案に対する検討課題 

  ・利用ニーズの調査計画と実施方法 

  ・実働組織づくり、ボランティアの管

理組織のあり方 

  ・協力者（実働、商品提供等）の想定 

 ○検討課題への対応方向性 

  ・社会福祉協議会と連携、情報共有と

ともに、高齢者へのニーズ調査を実施 

  ・地域支え合い体制づくり事業で育成

されるボランティアや地域ネットワー

クの活用 

 

(5) 研究会の検討課題を踏まえた取組 

  次の３つの事業を基本的な取組として

事業計画試案をまとめましたが、引き続

き高齢者ニーズなど情報収集を図り、精

度を高める必要があります。 

○高齢者を対象とした安否確認を含めた

弁当・おかずの宅配 

○除雪、清掃、草刈り等の生活支援 

○買い物支援 

 

(6) 今後の事業展開 

  高齢者生活支援事業の先進事例視察

を行うなど、商工会が運営主体となり本

協議会を継続し、事業実施に向けた協議

を進めています。準備作業として、 

○市場調査 

○調査結果に基づき事業詳細検討 

○人員等実施体制の整備 

○ＰＲ・販促計画策定 

に取り組むこととしており、平成２６年

度からの本格実施を目指しています。 

２．高齢者生活支援に伴う事業化の検討と協議 
【豊浦町高齢者生活支援事業検討協議会】 

＜専門家からのアドバイス＞ 
・役割の異なる商工と福祉、行政が一堂に会

して、様々な視点から高齢者向け生活支援

について意見交換を行う中で、課題の共有

ができ、サービスの事業化に向けて連携協

力体制が構築されました。 
・今後はビジネスとして成り立つよう、相互

理解を深めつつ高齢者のニーズに即した事

業の仕組みづくりが重要になります。 
【㈱オミセネット 紫藤孝朗 氏】 
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(1) 地域の課題  

  幌加内町は、日本一のそばの産地で、毎

年、約 4万人が集まる新そば祭りを開催し

ていますが、祭りの賑わいと平時のまちや

商店街の寂れは、あまりに格差が激しすぎ

る状況です。 

  また、人口減少に伴う消費減や後継者問

題により商店の閉店や廃業が続いており、

日常的に利用できる食料品店は農協店舗し

かなく、車を持つ住民の多くは、町外で買

い物をしている状況です。 

 

(2) 研究グループの目的 

   「幌加内そば」のみならず、本研究の成

果を農業・産業・観光の振興に波及させ、

幌加内町全体のブランド力を高め、活力あ

る地域をつくる。 

 

(3) 研究グループの構成員 

・実施主体：幌加内町商工会 

・関係団体：観光協会 

・金融機関：北空知信用金庫幌加内支店 

・行政機関：幌加内町（商工、地域振興） 

 

(4) 研究グループの検討内容 

  研究会では、はじめに「新そば祭り」や

㈱ほろかない振興公社の活動など地域の取

組を学び、参加者によるワークショップで

地域の課題や解決に向けた取組について検

討を進めました。ワークショップであがっ

た課題と対応の方向性は次のとおりです。 

○地域課題 

・人口減少、高齢化 ・不便な交通網 

  ・雇用問題 ・住宅不足 ・不便な買い

物環境 ・観光の衰退 ・そばの振興 

 ○対応の方向性 

  ・地元で働ける場を提供、人口流出防止、

移住希望者の生活安定化に寄与 

  ・特産品の開発、販売による商店街の売

上、利益向上 

  ・朱鞠内湖や温泉、スキー場を訪れる観

光客の拠点整備による観光客の増加（宿

泊施設の併設も検討） 

  ・そば打ちを通じた地元住民の憩いの場、

交流の場を提供 

  研究会では、これらの課題解決の方向性

に沿って、２つのビジネスプランを作成し、

実現可能性の検証を行いました。 

○道の駅の有効活用 

  ・地元高校生による手打ちそば提供 

  ・新商品の開発 

○民間出資による製麺工場の建設 

  ・贈答用乾麺製造 

 

(5) 研究会の検討課題を踏まえた取組 

  ビジネスモデルの検討では、必要とされ

る機能や建設候補地、プロモーション方法

など様々な意見が出されました。 

  その中で、新たにゆるキャラを作る意見

があったことから、研究会のメンバーを含

めたゆるキャラプロジェクトを立ち上げ、

一般公募を経て、新そばまつりでゆるキャ

ラ「ほろみん」をお披露目、町の観光大使

として活躍しています。 

  また、景観プロジェクトを立ち上げ、そ

ば畑の草刈りやそば畑ビューポイントの看

板を設置するなど、研究会で出された意見

を踏まえて実施可能なところから取り組み

を進めています。 

 

(6) 今後の事業展開 

今後の課題としては、ビジネスプランを

実行するための組織や人材が不在で、体制

づくりに時間を要することや関係機関と

の調整が必要であることがあげられるこ

とから、引き続き、研究会の参加者を中心

に課題の解決に向けた協議を続けていき

たいと考えております。 

３．産業の育成及び地域活性化 
【幌加内町まちづくり研究会】 

＜専門家からのアドバイス＞ 
・幌加内町は、生産量日本一を誇る蕎麦や日本 
 最大の人造湖である朱鞠内湖、日本最寒記録

など多くの地域資源に恵まれており、高い可

能性を秘めています。これらの地域資源を活

かすために、今後は中核人材の育成と組織作

りに注力していくことが重要です。 
【㈱ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｵﾌｨｽ辻村 辻村英樹 氏】 
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(1) 地域の課題 

  雄武町の中心商店街は、近隣市町村への

郊外型大型店の進出やネット販売等の影響

で購買が流出し、商店街の来客者が減少し

ています。最盛期に比べ大幅に売上が減少

した商店が大半を占め、後継者がいない店

もあり、廃業を視野に入れた企業活動をし

ている商店も散見されます。 

   

(2) 研究グループの目的 

  商店街活性化について検討を深め、コミ

ュニティビジネスを構築することにより消

費者と商店街との距離を縮め地元での購買

機会を増やす。 

地域のコミュニティ維持の為には商店街

が不可欠であると再認識し、消費者・商店

街・行政が同じ目線に立って、将来の地域

ビジョンを構築する。 

 

(3) 研究グループの構成員 

・実施主体：雄武町商工会 

・商 業 者：大通り商店街協同組合、錦町

商店街、Ａコープ雄武、ポイ

ントカード会 

・消 費 者：主婦 

・金融機関：稚内信金、北見信金 

・関係団体：雄武漁協、北オホーツク農協 

・行政機関：雄武町（企画調整、商工観光） 

 

(4) 研究グループの検討内容 

  研究会では、住民から見た商店街への意

見や指摘を踏まえ、新たなサービスによる

魅力向上に向けて、ビジネスモデルの構築

と事業計画の策定に取り組みました。 

○地域住民から見た雄武町の商店街 

・中心商店街の取組経緯と状況の説明 

・中心商店街に関しての意見や指摘 

○商店街が考える新サービス 

・新サービスの方向性(ローコスト事業) 

・ローコスト事業の実践例の紹介 

・中心商店街に必要なサービスの検討 

○こうすれば商店街がもっと魅力的になる 

・消費者と商店主の意見交換で活性化事

業を構築する「消費者懇談会」の検討 

・提案された事業をコミュニティビジネ

スの視点で評価し、モデル候補を討議 

○ビジネスモデル構築 

・情報発信事業と消費者参加型イベン

（屋台村をモデルとする方針を確認） 

・両事業の費用対効果を検証 

・消費者懇談会の実施を検討 

○商店街活性化事業計画策定 

・町総合計画などとの整合チェック 

・商店街活性化事業 3ヵ年計画策定 

・新年度に向けた体制づくり 

 

(5) 研究会の検討課題を踏まえた取組 

  コミュニティビジネスは、中程度の効果

が期待される事業をローコストではじめな

ければ継続が難しいこと、企画段階から消

費者に参加してもらうことが有意義である

ことから、25 年度のビジネスモデルとし

て「おうむの屋台村」を企画し、住民目線

での意見を伺うため、消費者懇談会を開催

しました。いただいた意見をもとに「おむ

ライス」コンテストの実施や商店街への回

遊を促すクーポン券の配布など、多くの方

が楽しめる事業となりました。 

 

(6) 今後の事業展開 

  消費者懇談会の継続など住民が積極的に

事業へ参加できる工夫や目玉企画の充実を

図るとともに、「愛♥（ラブ）おうむカー

ド」の推進、商店主の商売に対する意向調

査などにも取り組み、地域の将来ビジョン

を深めてまいります。 

 

４．消費者・商店街・行政の協働による地域将来像の策定 
【中心市街地活性化検討会議（雄武町）】 

＜専門家からのアドバイス＞ 
・コミュニティビジネスは収益性が少ないが、

一部を活性化資金として捻出することが理

想的です。 
・そのためには、関係機関の協力が必要で、信

金など地域金融機関を活用しながらビジネ

スモデルを構築・運営していくことが望ま

しいです。 
【㈱オフィスいわい 岩井 護 氏】 
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(1) 地域の課題 

   町の活性化に地元産品等を活用しよう

と、平成 22年 10月から商工会が実験店

舗「３丁目広場」を開設し、地元の野菜や

商店街の店で扱っている商品等の販売を行

い、順調な売上げを計上してきましたが、

実証店舗が平成 24年度で終了することか

ら、自活の道を探る必要が生じていました。 

 

(2) 研究グループの目的 

  「3丁目広場」の事業を継続する組織の

確立と自立運営する方策を見出す。 

 

(３) 研究グループの構成員 

・実施主体：清水町商工会（役員） 

・農 業 者：「３丁目広場に」野菜を納品

している生産者 

・オブザーバー：清水町（産業振興） 

 

(4) 研究グループの検討内容 

「３丁目広場」の来店者アンケートによ

る現状把握や出席者の意見交換によって事

業化に向けた方向性を確認しました。 

 ○来店者アンケートによる現状把握 

・来店者の属性は、女性客、50歳以上、

自動車利用者がそれぞれ多数を占めた 

・来店目的は、食料品購入が 9割 

・接客、来店しやすさ、立地が高い評価 

・意見要望は、駐車場、弁当･総菜の販売、

品目拡大、休憩スペースの充実など 

○3丁目広場のコンセプト 

  ・3丁目広場の役割 

   a)物産、観光など各種情報の発信の場 

   b)農と商の連携、交流の場 

   c)地元野菜や特産品の買い物の場 

   d)各世代の人々が憩い、ふれあう場 

  ・ターゲット 

   a)町内消費者（高齢層を重視） 

   b)町外消費者、観光客 

  ・立地及び設備 

   a)中心商店街の空き店舗を活用 

   b)将来的にロードサイド店も目指す 

   c)売り場面積拡充と総菜等加工設備の

整備を目指す 

  ・主力取扱商品 

   a)地元野菜、特産品 

   b)総菜等の加工調理品 

   c)菓子等のオリジナル商品開発、発売 

   d)地元野菜、特産品等のギフトセット 

  ・販売方法・販売チャンネル 

   a)対面販売でスーパー等と差別化 

   b)情報発信を含めたネット販売検討 

  ・商品納入者との取引条件及び納品方法 

   a)委託販売方式を買取販売方式に変更 

   b)宅配事業者を活用した集荷の検討 

 ○運営組織の形態 

  ・任意組織、協同組合、ＮＰＯ、株式会

社の立ち上げを検討 

  

(5) 研究会の検討課題を踏まえた取組 

  地場野菜がない時期の売上確保に向けた

実験として、パン・菓子を期間限定で販売

する「春のパン＆お菓子まつり」の実施や、

新得町の漬物屋、干物屋に応援協賛で出品

してもらったところ、近隣商店主から来店

者が増えたとの声や出品業者から継続的な

取引の申し出もあり、魅力ある商材の確保

で、売上があがることを確認できました。 

また、平成 25 年度から３丁目広場は、

野菜を納品している農家の方がＮＰＯ法人

を立ち上げ運営にあたっています。 

   

(6) 今後の事業展開 

  補助金等の行政の支援を受けずに運営し

ていくためには、３千万円程度の売上げが

必要ですが、現状ではほど遠い状況です。 

今後は、野菜の取扱量や品種の増加、取

扱期間の拡大に向けて、契約農家との調整

やＪＡとの連携強化に取り組むほか、ギフ

ト、通販など新たな市場の開拓やオリジナ

ル商品の開発など売上げの向上を図り、安

定的な運営を目指します。  

５．空き店舗活用型多機能施設の運営 
【３丁目広場運営研究会（清水町）】 

＜専門家からのアドバイス＞ 
・近隣商店の協力・協賛により販売品目の拡

大や売上の増加を実感し、課題解決に向か

っています。今後も運営に参画した商工業

者のみならず、街全体の相乗効果を高める

取組により課題解決へ繋げてほしいです。 
【㈱ラコンテ 松井智聖 氏】 
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